
三菱重工機械システム株式会社 （金額単位：円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部） （負債の部）

流動資産 流動負債
現金及び預金 438,224,488 電子記録債務 9,176,393,324
受取手形 1,031,229,770 買掛金 19,400,649,102
電子記録債権 1,447,956,084 リース債務 5,644,320
売掛金 54,219,880,862 未払金 2,049,133,774
商品及び製品 4,776,738,025 未払費用 903,868,531
仕掛品 10,875,685,360 前受金 6,736,040,986
前渡金 1,903,535,967 前受収益 1,262,198,994
前払費用 25,011,150 預り金 1,731,092,391
短期貸付金 5,963,363,701 未払法人税等 783,259,100
立替未収金 839,339,401 未払消費税 1,500,407,837
その他 56,209,293 未払事業所税 46,565,000
貸倒引当金 △ 6,351,015 受注工事損失引当金 17,139,000,000

流動資産合計 81,570,823,086 保証工事引当金 4,144,621,750
流動負債合計 64,878,875,109

固定負債
固定資産 リース債務 20,885,920
 有形固定資産 退職給付引当金 5,023,857,508
建物及び建物附属設備 661,628,745 役員退職慰労引当金 142,537,000
構築物 27,391,475 固定負債合計 5,187,280,428
機械及び装置 1,569,474,958 負債合計 70,066,155,537
車両運搬具 20,326,178 （純資産の部）
工具器具備品 555,156,619
土地 562,448,441 株主資本
リース資産 24,118,400  資本金 2,005,072,645
建設仮勘定 47,112,445

計 3,467,657,261  資本剰余金
資本準備金 47,299,645

 無形固定資産 その他資本剰余金 23,182,955,771
ソフトウェア 1,084,219,108 計 23,230,255,416
ソフトウェア仮勘定 59,175,577
その他 24,677,052

計 1,168,071,737  利益剰余金
利益準備金 265,000,000
その他利益剰余金

 投資その他の資産 　繰越利益剰余金 5,764,035,575
投資有価証券 10,952,701,899 計 6,029,035,575
関係会社株式 3,768,841,588
長期貸付金 9,069,051 合計 31,264,363,636
出資･保証金 301,370,311
長期前払費用 33,130,637 評価・換算差額等
繰延税金資産 6,233,082,701  その他有価証券評価差額金 6,383,065,176
その他投資等 915,713,023
貸倒引当金 △ 706,876,945 合計 6,383,065,176

計 21,507,032,265

固定資産合計 26,142,761,263 純資産合計 37,647,428,812
資産合計 107,713,584,349 負債及び純資産合計 107,713,584,349

貸　借　対　照　表
２０２０年　３月３１日現在
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三菱重工機械システム株式会社 （金額単位：円）

金額 金額

【売上高】

　　売 上 高 143,470,981,010 143,470,981,010

【売上原価】

　　売上原価 117,829,692,526 117,829,692,526

25,641,288,484

【販売費及び一般管理費】

　　販売費及び一般管理費 17,640,132,754

8,001,155,730

【営業外収益】

　　受取利息及び配当金 988,424,753

　　関係会社株式清算益 96,226,848

　　雑収入 58,944,757 1,143,596,358

【営業外費用】

　　支払利息 13,983

　　為替差損 716,186,653

　　固定資産除却損 98,377,259

　　事務所移転費用 91,656,220

    雑損失 126,016,268 1,032,250,383

8,112,501,705

【特別損失】

　　退職給付制度移行損失 153,623,174 153,623,174

7,958,878,531

3,035,991,138

△ 833,600,560

5,756,487,953　当期純利益

　　売上総利益

営業利益

経常利益

税引前当期純利益

　　法人税，住民税及び事業税

損　益　計　算　書

自　２０１９年　４月　１日

至　２０２０年　３月３１日

科　　　　　目

　　法人税等調整額
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三菱重工機械システム株式会社 （金額単位：円）

評価・換算差額等

その他有価証券

評価差額金

当期首残高 2,005,072,645 47,299,645 23,182,955,771 23,230,255,416 265,000,000 1,448,419,415 11,166,128,207 12,879,547,622 38,114,875,683 8,230,782,925 46,345,658,608

当期変動額

剰余金の配当 △ 12,607,000,000 △ 12,607,000,000 △ 12,607,000,000 △ 12,607,000,000

別途積立金の取り崩
し

△ 1,448,419,415 1,448,419,415 - - -

当期純利益 5,756,487,953 5,756,487,953 5,756,487,953 5,756,487,953

株主資本以外の項目
の変動額（純額）

△ 1,847,717,749 △ 1,847,717,749

当期変動額合計 - - - - - △ 1,448,419,415 △ 5,402,092,632 △ 6,850,512,047 △ 6,850,512,047 △ 1,847,717,749 △ 8,698,229,796

当期末残高 2,005,072,645 47,299,645 23,182,955,771 23,230,255,416 265,000,000 - 5,764,035,575 6,029,035,575 31,264,363,636 6,383,065,176 37,647,428,812

その他利益剰余金

利益剰余金
合計別途積立金

繰越利益
剰余金

株主資本等変動計算書

自　２０１９年　４月　１日

至　２０２０年　３月３１日

株主資本

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備金

その他
資本

剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金
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1.重要な会計方針

(1)資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

関係会社株式（子会社株式及び関連会社株式） 移動平均法による原価法

その他有価証券（時価の有るもの） 期末日の市場価格等に基づく時価法

その他有価証券（時価の無いもの） 移動平均法による原価法

②棚卸資産

商品及び製品

仕掛品

(2)固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く） 定額法

②無形固定資産 定額法

③リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　　

(3)引当金の計上基準

①貸倒引当金

②受注工事損失引当金

③保証工事引当金

④退職給付引当金

⑤役員退職慰労引当金

(5)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①消費税等の会計処理

(4)収益及び費用の計上基準

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年3月30日）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第30号　平成30年3月30日）を適用している。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費
用としている。

個　　別　　注　　記　　表

金銭債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上し、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）

取締役及び監査役の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく当事業年度末要支給額を計上している。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。過去勤務費
用及び数理計算上の差異は、発生した事業年度に一括費用処理している。

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切り下げの方法）

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
り下げの方法）

受注工事の損失に備えるため、未引渡工事のうち当事業年度末で損失の発生が見込まれ、かつその金額を合理的に見積もること
ができる工事について、翌事業年度以降に発生が見込まれる損失を引当計上している。
なお、受注工事損失引当金計上対象案件のうち、当事業年度末の仕掛品残高が当事業年度末における未引渡工事の契約残高を既
に上回っている工事については、その上回った金額は仕掛品の評価損として計上しており、受注工事損失引当金には含めていな
い。

工事引渡後の保証工事費の支出に備えるため、将来の保証費用を個別に見積り、計上している。
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2.貸借対照表に関する注記

(1)減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 円

(2)保証債務

金融機関借入金等に対する保証債務

社員（住宅資金等借入） 円

(3)関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 円

長期金銭債権 円

短期金銭債務 円

3.損益計算書に関する注記

(1)収益

当社は、製品の販売及び工事の実施・役務の提供を行っている。

①製品の販売

②工事の実施・役務の提供

(2)関係会社との取引高

営業取引

売上高 円

仕入高 円

19,084,749,158

22,430,760

3,037,238,985

202,032,043

4,373,730,123

顧客が当該物品に対する支配を獲得する時点において主として履行義務が充足されると判断しており、物品の顧客における検収
時点、又は当社からの出荷時点で認識している。

契約で約束した財又はサービスに対する支配を契約期間にわたり顧客へ移転するため、履行義務の完全な充足に向けての進捗度
に基づき収益を認識している。進捗度は、履行義務の充足を描写する方法により測定しており、主に、一定の期間にわたり履行
義務の充足のために発生したコストが、当該履行義務の充足のための予想される総コストに占める割合に基づき見積っている。

5,676,235,101

1,326,059,629
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4.株主資本等変動計算書に関する注記

(1)発行済株式の種類及び数

普通株式 株

(2)自己株式の種類及び数

普通株式 株

(3)配当に関する事項

①配当金の支払額

2019年6月24日の定時株主総会において、次の通り決議した。

金銭による配当

株式の種類

配当金の総額 円

配当の原資

1株当たり配当額 円

基準日

効力発生日

②臨時配当金支払額

2020年3月9日の臨時株主総会において、次の通り決議した。

金銭による配当

株式の種類

配当金の総額 円

配当の原資

1株当たり配当額 円

基準日

効力発生日

③基準日が当年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌年度となるもの

2020年6月29日の定時株主総会において、次の決議を付議する。

金銭による配当

株式の種類

配当金の総額 円

配当の原資

1株当たり配当額 円

基準日

効力発生日

5.税効果会計に関する注記

2020年6月30日

2020年3月31日

21,129

利益剰余金

繰延税金資産の発生の主な要因は、受注工事損失引当金、退職給付引当金、保証工事引当金等である。

2019年6月25日

普通株式

7,200,000,000

利益剰余金

34,450

2019年3月31日

2020年3月31日

4,416,000,000

普通株式

25,870

2019年3月31日

209,000

0

普通株式

5,407,000,000

利益剰余金
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6.金融商品に関する注記

(1)金融商品の状況に関する事項

(2)金融商品の時価等に関する事項

（金額単位：円）

※負債に計上されているものについては（　）で示している。

①現金及び預金

②受取手形

③電子記録債権

④売掛金

⑤短期貸付金

⑥投資有価証券

⑦電子記録債務

⑧買掛金

⑨未払金

➉預り金

-

-

-

-

-

-

-➉預り金 (1,731,092,391) (1,731,092,391)

　その大部分が短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

　短期貸付金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

　これらの時価については、市場価格によっている。

（注1）金融商品の時価の算定方法

　預金は全て短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

　その大部分が短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

　その大部分が短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

⑦電子記録債務 (9,176,393,324) (9,176,393,324)

⑧買掛金

　電子記録債務は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

　買掛金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

　未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

　預り金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

（注2）非上場株式等

非上場株式（貸借対照表計上額109,223,234円）及び関係会社株式（貸借対照表計上額　3,768,841,588円）は、市場価格が無
く、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、前表には
記載していない。

(19,400,649,102) (19,400,649,102)

⑨未払金 (2,049,133,774) (2,049,133,774)

④売掛金 54,219,880,862 54,219,880,862

⑤短期貸付金 5,963,363,701 5,963,363,701

⑥投資有価証券 10,843,478,665 10,843,478,665

1,031,229,770

③電子記録債権 1,447,956,084 1,447,956,084

当社の資金運用はMHIファイナンス株式会社が運営するキャッシュ・マネジメントシステムに対する短期貸付金が主なものであ
り、借入は行っていない。受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク軽減を
図っている。投資有価証券は株式であり、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握している。

2020年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次の通りである。なお、時価を把握することが極
めて困難と認められるものは、次表には含めていない。

①現金及び預金 438,224,488 438,224,488

貸借対照表計上額（※） 時価（※） 差額

-

-

-

②受取手形 1,031,229,770

7



7.関連当事者との取引に関する注記

(1)親会社及び法人主要株主等 （金額単位：円）

種類 会社等の名称
議決権の所有（被

所有）割合
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

工事代金等 4,946,353,367 売掛金 2,614,953,498

材料の仕入等 577,416,000 買掛金 1,917,327,765

（注1）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

（注2） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

(2)兄弟会社等 （金額単位：円）

種類 会社等の名称
議決権の所有（被

所有）割合
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

資金の貸付 △ 7,306,980,985 短期貸付金 5,961,434,589

利息の受領 6,188,856 - -

ITS製品の工事代
金等

6,123,172,551 売掛金 7,957,866,575

ITS製品の材料の
仕入等

1,241,780,477 買掛金 1,241,780,477

※MHI-AP Mitsubishi Heavy Industries Asia Pacific Pte. Ltd.

8.1株当たり情報に関する注記

１株当たりの純資産額  　　　　       　   180,131円23 銭

１株当たりの当期純利益     　         27,543円 0 銭

9.重要な後発事象に関する注記

重要な後発事象は、該当がありません。

関連当事者
との関係

親会社の子会社

資金の貸付

当社製品の販売

MHI-AP -

（注3）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

MHIファイナンス
（株）

親会社

-

三菱重工業（株）
被所有

直接100％

（注1）当社ではグループ内の資金を一元管理するキャッシュ・マネージメント・システム（以下CMS）を導入しておりますが、CMSを用いた
　　　 資金取引について取引の内容ごとに取引金額を集計することは実務上困難であるため、期首と期末の純増減額を表示しております。
　　　 なお、金利については市場価格を勘案して決定しております。

（注2）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

当社製品に係る材料
仕入等

当社製品に係る材料
仕入等

関連当事者
との関係

当社製品の販売
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